
個別目標 （２） がんの早期発見 
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がん検診受診率（国民生活基礎調査） 

＜現状・評価＞ 
• 国民生活基礎調査によると平成28年のがん検診受診率は、胃がん検診

50.1％、大腸がん検診51.3％、肺がん検診58.2％、乳がん検診57.2％、子宮が
ん検診47.9％と、5大がんのうち子宮頸がん以外の4がんで目標の50％を達成し
た。 

• 平成22（2010）年からの増加率をみると、胃がん検診12.7%、大腸がん検診
22.3%、肺がん検診26.8%、乳がん検診7.8%、子宮頸がん検診7.4%となり、これ
らはいずれも全国平均を上回るものであった。 

平成22年と平成28年の検診受診率の比較 

過去1年間の検診受診率(国・県） 
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過去2年間の検診受診率(国・県） 
山梨県がん検診受診率順位(過去1年・2年） 
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過去1年間 過去2年間 

H19 H22 H25 H28 H22 H25 H28 

胃がん 8 10 6 5       

大腸がん 10 13 3 3     

肺がん 7 7 4 4       

乳がん 3 2 1 2 3 3 2 
子宮頸が
ん 4 13 3 3 18 4 5  

検診（種別）   
2010年 2016年 

増加％ 
H22 H28 

過
去
1
年
間 

胃がん 
全国 32.3 40.9 8.6 
山梨県 37.4 50.1 12.7 

大腸 全国 26 41.4 15.4 
がん 山梨県 29 51.3 22.3 

肺がん 
全国 24.7 46.2 21.5 
山梨県 31.9 58.7 26.8 

過
去
2
年
間 

乳がん 
全国 39.1 44.9 5.8 
山梨県 49.4 57.2 7.8 

子宮頸 全国 37.7 42.4 4.7 
がん 山梨県 40.5 47.9 7.4 
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がん検診精検（精密検査）受診率（40～74歳） 

＝精検受診率について＝   
 
精検受診率：要精検者のうち、精密検査を受けた者の割合。 
        精検受診率は高いことが望ましい。 
 
許容値：最低限の基準として設定された値 
 
目標値：精度管理の優良な地域の値を参考に目標とすべき値   
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がん検診精検（精密検査）受診率（40～74歳） 

＜現状・評価＞ 
• 胃、肺、乳がん検診は、許容値を満たしているものの、全国平均を下回っている。 
• 大腸がん、子宮がんは、全国平均を下回り許容値も満たしていない。 
• 子宮がん検診は平成24年以降大きく低下して、許容値を満たしていないが、この低下についてはグレーゾーン
（ASC-US＝細胞診ClassⅡ、Ⅲa）についての取り扱いの影響が大きいと考えられており、適切なデータ把握手法を
検討する必要がある。 

• 本県は、がん検診受診率は高いものの、精検受診率は低い傾向がある。 

• 考えられる要因として実際に精密検査を受診しない方の存在の他に精検結果の把握手法にばらつきがあった
り、精検実施機関等との連携が不十分であったりする可能性がある。 

• 精検受診の個別勧奨等を推進するとともに、精検結果の把握手法などについても確認していく必要がある。 
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がん検診市町村チェックリストの実施率 

市町村チェックリストの経年全国順位 

  胃がん検診 大腸がん検診 肺がん検診 乳がん検診 子宮頸がん検診 

平成25年度 39位 39位 41位 41位 44位 

平成26年度 44位 44位 44位 45位 45位 

平成27年度 31位 31位 31位 33位 29位 

平成28年度 42位 44位 42位 42位 46位 

平均順位（4年） 39位 40位 40位 40位 4１位 

＜現状・評価＞ 

• 県内の市町村チェックリスト実施率は、全て
のがん検診で全国平均より１０％以上低く
なっている。特に、子宮頸がん検診では、全
国平均より約１６ポイント低い。 

• 課題として、受診者への説明、個別の受診
勧奨・再勧奨（call – recall）、精検受診率向

上のための体制整備、検診機関の質向上
が挙げられる。 

• 特に、精検受診率の向上のための体制整備
と検診機関の質向上は、最も重要な課題と
言える。 

市町村チェックリストとはがん検診を実施するうえで市町村が最低限整備すべき検診体制をまとめたものであり、国
立がん研究センターが全国、都道府県別、市町村別の実施率を集計している。 
＜出典＞ 
• 国立がん研究センター ホームページ「がん情報サービス」 
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個別目標 （３） がん医療の充実 
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がん医療の充実 

○ がんのゲノム医療 

• 県立中央病院では、平成２５年４月にゲノム解析センターを開設。平
成２８年度末まで２，７６８件のゲノム解析を行い、ゲノム診療を確立
するための試験・研究に取り組んできた。 

• 平成２９年４月からこれらの研究を発展させ遺伝子診断技術を用い
た診療を行うため、ゲノム診療部を開設し臨床遺伝専門医による遺
伝カウンセリングを行う遺伝子外来、ゲノム解析に関する対応をす
る電話相談ホットラインを開始した。 

 

○ 在宅医療 

• 地域医療計画に基づき、（１）在宅医療人材の育成・確保、（２）在宅
医療の拠点形成、（３）多職種との連携促進、（４）普及・啓発の４つ
の観点から施策を展開してきた。 

• 地域医療構想上でも、今後病院から在宅への移行が進むと考えら
れるが、本県の在宅医療提供医療機関数は全国を下回っており、
在宅医療を行う医師や訪問看護師をはじめとする多職種の人材確
保が必要となっている。 
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がん医療の充実 （参考） 

○ がんと診断された時からの緩和ケアの推進 

• 平成28年度に実施した、県民を対象とした県政モニター調査の
結果でおよそ60％の県民が、がんと診断された時から緩和ケア

が実施されるべきと回答しており、緩和ケアの認知度は高まっ
ているのではないか。 

• がん診療連携拠点病院が実施する緩和ケア研修会（平成25～
28年度）は計18回開催され、受講者401人が参加し、医師の受
講割合も、28％から80％まで増加した。 

がんと診断された

時から 
59% 

がんの治療が

始まったとき

から 
24% 

がんの治る見込み

がなくなったときか

ら 7% 

わからない 
10% 

図 緩和ケアはいつから実施されるべきか 

県政モニター（H28年度）  
回答者数330人 平成29年度第１回がん対策推進協議会 



がん医療の充実 

５年相対生存率の全国との参考比較（％） 
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＜現状・評価＞ 
• 山梨県における全てのがんの５年相対生存率は、６５．１％であり、全国６２．１％よりも高い水準にある。 
• 特に、肝臓がんについては、全国平均を大きく上回る5年相対生存率になっている。他に、大腸がん、乳がんは、

全国よりも高く、肺がん、前立腺がんについてはほぼ同等、胃がん、子宮がん、子宮頸がんは全国よりも低い傾
向にある。 
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個別目標 （４）  
がんに関する相談支援と情報提供 
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がん患者とその家族の療養生活の質の向上  

がんの治療 

がんの治療 

がんの治療 

症状・副作用・後遺症 

セカンドオピニオン（一般） 

セカンドオピニオン(受入） 

セカンドオピニオン(受入） 

受診方法入院 

受診方法入院 

転院 
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転院 

医療機関紹介 

医療機関紹介 
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ホスピス緩和 
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食事服薬 
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不安・精神的苦痛 
医療者とのコミ 

家族とのコミ 

その他 
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県立中央 

（5063件/年） 

山梨大学 

（2221件/年） 

市立甲府 

（1636件/年） 

富士吉田市立 

（1666件/年） 

山梨厚生 

（216件/年） 

がん診療連携拠点病院等における相談支援センターの相談内容割合（平成28年6月～7月） 

がんの治療 症状・副作用・後遺症 セカンドオピニオン（一般） セカンドオピニオン(受入） (他照会） 
受診方法入院 転院 医療機関紹介 在宅医療 ホスピス緩和 
食事服薬 介護看護 医療費 不安・精神的苦痛 医療者とのコミ 
家族とのコミ ピア その他 

• 相談支援センターの相談件数は毎年約11,000件 
   ＊相談支援センター：がん診療連携拠点病院（4病院）及び地域がん診療病院（1病院）に設置 

• 相談者の割合は、自施設の相談は9割、他施設の相談は1割  
• 相談内容の上位3位は、在宅医療21％、がんの治療16％、不安・精神的苦痛15％ 

平成29年度第１回がん対策推進協議会 



がん患者とその家族の療養生活の質の向上 

治療 

治療 

治療 

治療 

治療 

医療者との関係 
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症状・副作用 

症状・副作用 

症状・副作用 
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経済的不安 
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精神的不安 
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サポートセンター相談内容別件数（平成24～28年度） 

治療 医療者との関係 症状副作用 経済的不安 精神的不安 
緩和ケア 療養上の悩み 就労関係の悩み その他 

• 山梨県がん患者サポートセンターの年間相談件数は毎年約100件。相談を担当する割合
は、医師6％、保健師58％、ピアサポーター36％であり、相談者は本人65％、家族33％、そ
の他2％で、72％が初回、28％が2回目以降の相談。 

• 相談内容の上位3項目は、治療35％、精神的不安30％、症状・副作用21％ 

＜現状・評価＞ 

• 各相談機関の相談件数は年々増加している。また、在宅医療に関する相談も増加しており、在宅医療の重要性が高
まっている。 平成29年度第１回がん対策推進協議会 



• がん通院治療室のがん患者6割が2年以内診断 
• 入院時に退職：2割 
• 事業主の理解が得られた：7割 
• 治療と仕事の両立に何らか苦慮した：8割 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

がんになっても安心して暮らせる社会 
療養生活と仕事の両立支援 （参考） 

がん患者就労・療養生活に関する調査（H28年度） 
山梨県がん診療連携拠点病院通院治療室のがん患者（通院治療室のがん患者約292人）及びがん患者団体に属
するがん経験者（約28人）から回答を得た結果 

＜現状・評価＞ 
• がん経験者ががんに罹患したときの事業主の理解は約4割であったが、現在治療中のがん患者の事業主の理解は
約7割であることから、事業主の理解は進んでいるのではないか。 

• 治療と仕事の両立に何らか苦慮した方は8割と変化がなく、両立支援の重要性については変わりがないと考えられ
る。 

• がん経験者は7割が5年以上前に診断 
• 入院時に退職：4割 
• 事業主の理解が得られた：4割 
• 治療と仕事の両立に何らか苦慮した：8割 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

得られた, 

38.1% 

得られず, 

14.3% 

必要なし, 

28.6% 

その他, 

19.0% 

がん経験者 約5年以上前 

n =  21 

得られた, 

 67.8% 

得られず, 

4.8% 

必要なし, 

8.7% 
その他, 

18.8% 

治療中のがん患者 現在 

n =  208  

問） 事業主の理解について 
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がん教育 

〇学校でのがん教育 

• 平成24年度から小学校（小6）・中学校（中3）、高等学校（高１）を対
象に、学校でがんについての学習できるようリーフレットを作成し、 

  配布する事業を開始。 

• 毎年計3万部程のリーフレットを作成し、県内全ての小中学校、高等
学校へ配布。 

 

〇子育て世代へのがん教育（普及啓発） 

• 子育て世代のがん検診受診率向上を目的に、平成24年度から子か
ら親へのメッセージカード事業を開始 

• 毎年約１１０の保育所等で実施しており、親へのアンケートによると
約 95％ががん検診を考えるきっかけになったと回答。 

平成29年度第１回がん対策推進協議会 



就労について 

• 平成27年12月に国が策定した「がん対策加速化プラン」を受け、 

  県は平成28年度からがんに関する事業所向け研修会を年4回 

  程度開催している。 

• 平成28年度には、「事業者のためのがん治療と仕事の両立支援 

  ハンドブック」を15,000部作成し、約8,000部を医療機関、市町村 

  等252機関に配付した。 

＜現状・評価＞ 
 
・ 平成28年8月に実施した県内企業1，000社を対象とした「がんに関する就労支援調査」の結果では、60％の企業が何 
  らかのがん検診を実施していたが、がんに罹患した従業員が利用できる休暇や勤務形態を就業規則に規定している 
  企業は18％にとどまっていた。 
・ 従業員ががんに罹患したときに、柔軟に働き続けられる環境づくりや就業支援を受けられる社内制度を整備すること 

  が重要であることを事業主へ普及啓発していくとともに様々な観点から支援を充実させることが必要である。 

平成29年度第１回がん対策推進協議会 


